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令和 2年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査の結果について 

〇調査概要 

県内全ＮＰＯ法人 1978 法人に対し、活動状況・財政状況・連携協働の状況等について、調査を

実施。 

実施期間：令和 2年 12 月 1 日～12 月 31 日 

回答法人数：635 法人（回収率 32.1％） 

 

〇調査結果 

Ⅰ．事業･活動全般の状況について 

〔活動分野〕 

設問１ 貴法人が平素から取り組んでいる活動の分野について、『あてはまる番号すべてと、そのうち最も 
重視している分野ひとつ』を回答用紙に記入してください。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．東京2020大会に関する活動

設問１ 活動分野 （複数回答）

Ｈ３０（n=647） Ｒ１（n=602） Ｒ２（n=621）
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（結果概要） 

 法人の活動分野の「あてはまるものすべて」「最も重視しているもの１つ」については、いずれも「保健・

医療・福祉」が最も多く、前回調査から大きな変化はない。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．東京2020大会に関する活動

設問１ 活動分野(最も重視）

Ｈ３０（n=647） Ｒ１（n=602） Ｒ２（n=587）
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〔活動年数〕 

設問２ 貴法人の活動年数について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 
   なお、法人の前身にあたる任意団体での活動があれば、その活動年数を含めます。 

 
（結果概要） 

 法人の活動年数については、「10 年～15 年」「15 年～20 年」が 22%と最も多い。また、「20 年以上」の法

人の割合は増加傾向にある。 

 

〔役職員数及び会員数〕 

設問３ 貴法人の役職員数及び会員数（賛助会員等も含める）の合計人数について、この３カ年（平成 
３０年４月１日時点、平成３１年４月１日時点、令和２年４月１日時点）の数値を記載してくだ 
さい。 

 

（結果概要） 

 法人の役職員数及び会員数について、H30.4.1 時点、H31.4.1 時点、R2.4.1 時点で調査したところ、い

ずれも「11 人以上 30人以下」の法人が最も多い。また、調査時点間で大きな変化は見られない。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１． 3 年未満

２． 3 年～5 年

３． 5 年～10 年

４． 10 年～15 年

５．15 年～20 年

６．20 年以上

設問2 活動年数

H30（n=649） R1（n=605） R2（n=621）
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．10人以下

２．11人以上30人以下

３．31人以上50人以下

４．51人以上100人以下

５．101人以上

設問3 法人役職員及び会員数の合計人数（n=593）

H30.4.1時点 H31.4.1時点 R2.4.1時点
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〔事務所の状況〕 
設問４ 貴法人の事務所の状況について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 法人の事務所の状況については、「役員・職員や会員の個人宅」が 41%、「団体専用の事務所を自己所有し

ている」が 37%と多く、前回調査から大きな変化はない。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１． 役員・職員や会員の個人宅

２．市役所・町村役場等の自治体機関内

３． 公民館、社会福祉協議会、市民活動支援センター等の

公共施設内

４． 団体専用の事務所を借りている

５．団体専用の事務所を自己所有している

６．その他

設問4 事務所の状況

H23（n=553） H26（n=687） H29（n=771） H30（n=647） R1（n=604） R2（n=622）
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〔中間支援組織との関わり〕 

設問５ 市民活動や NPO の活動を支援する中間支援組織（市民活動支援センター、社会福祉協議会、市民活 

動団体を支援する市民活動団体等）との関わりについてあてはまる番号すべてを回答用紙に記入して 

ください。 

 

（結果概要） 

 中間支援組織との関わりについては、「イベントや会合等で同席するなどの関わりがある。」（38%）、「自組

織の運営や、他組織との連携・協働について、助言や支援を受けたことがある。」(36%)、「事業に関わるな

ど、連携・協働相手として関わったことがある。」(35%)の回答が多い。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．自組織の運営や、他組織との連携・協働について、助

言や支援を受けたことがある。

２．中間支援組織の実施するセミナーを受講したことがあ

る。

３．事業に関わるなど、連携・協働相手として関わったこ

とがある。

４．メールマガジンやＳＮＳにより中間支援組織が発信す

る情報を受け取っている。

５．イベントや会合等で同席するなどの関わりがある。

６．上記に当てはまらない関わりがある。

７．存在は知っているが、関わりはない。

８．存在を知らない。

設問5 中間支援組織との関わり【新】

R2（n=621）
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〔中間支援組織による支援等のメリット〕 

設問６ 設問５で「１．自組織の運営や、他組織との連携・協働について、助言や支援を受けたことがある。」 

「２．中間支援組織の実施するセミナーを受講したことがある。」「３．事業に関わるなど、連携・協 

働相手として関わったことがある。」「４．メールマガジンやＳＮＳにより中間支援組織が発信する情 

報を受け取っている。」を選択された法人の方にお尋ねします。中間支援組織の助言や支援等による 

貴法人へのメリットと考えるものについて、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 中間支援組織による支援等のメリットについては、「地域におけるネットワークが広がった。」が 54%と最

も多い。 
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54%

11%
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43%

4%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．第三者と話すことで、自身の活動の意義を再認識でき

た。

２．法人の基盤強化につながった。

３．法人の資金調達力が向上した。

４．法人の活動の魅力を伝える能力が向上した。

５．新しい事業（法人が単独で行うもの）の創出につながっ

た。

６．既存事業（法人が単独で行っているもの）の改善（業務

の効率化や成果の向上など）につながった。

７．地域におけるネットワークが広がった。

８．連携相手（人材や組織）とのマッチングにより、新しい

事業の創出につながった。

９．連携相手（人材や組織）とのマッチングにより、既存事

業の改善（業務の効率化や成果の向上など）につながった。

１０．有用な情報の入手が出来た。

１１．その他

１２．特にメリットを感じなかった。

設問6 中間支援組織による支援等のメリット【新】

R2（n=424）
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〔法人運営上の課題〕 

設問７ 法人の運営を行うにあたっての課題はどのようなものであると考えていますか。あてはまる番号 

すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 法人運営上の課題については、「団体内全体が高齢化している。」が 47%と最も多く、この割合は年々増加

している。また、高齢化のほか「特定の個人に責任や作業が集中する」や「リーダーや後継者が育たない」

など、組織の人材に関する課題が高い値になっている。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．役員や職員が不足している

２．参加してくれるボランティアが不足している

３．特定の個人に責任や作業が集中する

４．リーダーや後継者が育たない

５．団体内全体が高齢化している

６．役員や職員が忙しく、団体の活動時間が取れない

７．活動資金が不足している

８．活動場所の確保が難しい

９．活動や団体の運営管理に必要な専門的知識が不足してい

る

１０．活動の評価・見直し・改善が出来ていない

１１．自治体の施策や民間の助成金等についての情報が得に

くい

１２．外部に活動や運営方法等の相談ができる適当な相談者

や相談機関がない

１３．地域住民の理解が得られない

１４．地域の他団体・他機関との連携がうまくいかない

１５．自分たちの活動をうまくPRする方法がない

１６．自分たちの活動を積極的に発信していない

１７．その他

設問7 法人運営上の課題

H23（n=553） H26（n=681） H29（n=742） R2（n=617）
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〔法人運営にあたっての知識・スキルの確保〕 

設問８ 会計・労務・所轄庁への提出書類の作成など、法人運営を行うにあたっての基本的な事務の知識や 

スキルは十分に確保していますか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 法人運営を行うにあたっての基本的な事務の知識やスキルの確保については、16%が「十分に確保できて

いる」62%が「おおむね確保できている」状態である一方、20%は「あまり確保できていない。」2%は「全く

確保できていない。」状態である。 

 

〔会計基準〕 

設問９ 貴法人で採用している会計基準について、あてはまる番号 1つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 採用している会計基準については、「NPO 法人会計基準」が 65%と最も多い。また、NPO 法人会計基準を採

用している法人は前回調査から 10ポイント上昇している。 

 

 

16%

62%

20%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．十分に確保できている。

２．おおむね確保できている。

３．あまり確保できていない。

４．全く確保できていない。

設問8 法人運営にあたっての知識・スキルの確保【新】

R2（n=623）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．収支計算の考え方に基づき作成された所轄庁の旧手引き

２．NPO法人会計基準

３．公益社団・財団法人等において採用されている損益計算

型の会計基準

４．一般企業において採用されている損益計算型の会計基準

５．その他

６．分からない

設問9 会計基準

H29（n=770） R2（n=621）
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〔広報手段〕 

設問１０ 特定非営利活動促進法に基づく閲覧以外に、貴法人に関する広報のために利用した手段につい 

て、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入して下さい。 

 

（結果概要） 

 広報手段については、「ホームページ」が 67%と最も多く、この割合は年々増加している。 
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30%
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27%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．新聞・雑誌・テレビ・ラジオ等

２．自治体・市民活動支援センター・中間支援組織が発行

している広報紙等

３．会報や団体の発行する情報誌

４．主催する行事（シンポジウム等）

５．自治体・ほかの団体の行事に参加

６．リーフレット・チラシ・ポスター

７．ホームページ

８．口コミ

９．メールマガジン

１０．ブログ・ツイッター・ＳＮＳ

１１．その他

設問10 広報手段

H23（n=553） H26（n=683） H29（n=759） R2（n=622）
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〔役職員の年齢層〕 

設問１１ 役員と職員（無給職員や非常勤スタッフも含む）の年齢層で、一番多い年代の番号１つを回答用 

紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 最も多い役職員の年齢層については、34%の法人が 60 代であると回答している。しかし、60 代であると

回答した法人は前回調査から10ポイント低下し、70代であると回答した法人が12ポイント増加している。 
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

１．10代

２．20代

３．30代

４．40代

５．50代

６．60代

７．70代

８．80代以上

設問11 役職員の年齢層

H23（n=553） H26（n=681） H29（n=762） R2（n=618）



11 
 

〔ボランティア人材の受け入れ〕 

設問１２ 貴法人では、ボランティア人材（無償で事業実施に協力した人）を受け入れて活動していますか。

あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 55％の法人はボランティア人材の受け入れを行っており、24%は今後検討していきたい、21%は受け入れ意

向はないという状況である。 

 

 

〔ボランティア人材の受け入れ人数〕 

設問１３ 前事業年度において貴法人の事業活動に携わったボランティア（無償で事業実施に協力した人） 

の年間延べ人数について、あてはまる番号１つを回答用紙に御記入ください。 

 

（結果概要） 

 ボランティア人材の受け入れ人数については、「1人以上 10 人未満」が 38%と最も多い。 

 

 

 

 

 

55%

24%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．している

２．していない（今後、受け入れを検討していきたい）

３．していない（今後も受け入れの意向はない）

設問12 ボランティア人材の受け入れ【新】

R2（n=619）

35%

38%

7%
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15%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．０人

２．１人以上１０人未満

３．１０人以上２０人未満

４．２０人以上３０人未満

５．３０人以上

設問13 ボランティア人材の受け入れ人数【新】

R2（n=602）
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〔ボランティア人材の受け入れ支援〕 

設問１４ ＮＰＯ法人等に対してボランティア人材を紹介する事業があれば、利用したいと思いますか。あ 

てはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 ボランティア人材の受け入れ支援については、17%の法人が「利用したい」、48%の法人が「内容により利

用を検討したい。」34%の法人が「特に利用したいとは思わない。」と考えている。 

 

 

Ⅱ．SDGs について 

〔SDGs の認知度・活用〕 

設問１５ 昨今、「誰一人として取り残さない」社会に向けた SDGs に注目が集まっています。 

SDGs について、貴法人があてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 SDGs の認知度や活用については、「知っており、今後、団体の活動を伝える際などで役立てられると思う。」

法人が 33%と最も多く、この割合は年々増加している。一方、SDGs を「知らない。」法人 32%であるが、この

割合は年々減少している。 

 

 

 

17%

48%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．利用したい

２．内容により利用を検討したい

３．特に利用したいとは思わない

設問14 ボランティア人材の受け入れ支援【新】

R2（n=617）

7%

22%

19%

52%

9%

29%

20%

42%

10%

33%

25%

32%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．知っており、活動を行う上で役立てている。

２．知っており、今後、団体の活動を伝える際などで役立

てられると思う。

３．知っているが、特に関心が無い。

４．知らない。

設問15 SDGsの認知度・活用

H30（n=647） R1（n=606） R2（n=617）
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〔ＳＤＧｓのメリット〕 

設問１６ 設問１５で「１．知っており、活動を行う上で役立てている」「２．知っており、今後、団体の 

活動を伝える際などで役立てられると思う。」を選択された法人の方にお尋ねします。ＳＤＧｓの 

貴法人へのメリットとして考えているものについて、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入して 

ください。

 

（結果概要） 

 SDGs の法人へのメリットについては、「自分たちの活動の意義を再認識できる。」と考えている法人が 80%

と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99%

6%

13%

43%

13%

21%

32%

80%

12%

16%

41%

16%

18%

31%

31%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

１．自分たちの活動の意義を再認識できる。

２．寄附が集めやすくなる。

３．補助金・助成金の交付を受けやすくなる。

４．法人の活動を広報するうえで役立つ。

５．会員の増加につながる。

６．事業の参加者増加につながる。

７．新たな事業に取り組むきっかけとなる。

８．他のＮＰＯ法人・行政・企業等との連携が進めやすく

なる。

９．その他

設問16 ＳＤＧｓの法人へのメリット

R1（n=232） R2（n=269）
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Ⅲ．災害支援について 

〔災害支援の状況〕 

設問１７ 近年、豪雨災害や大規模地震の自然災害等が頻発しており、地域での支え合いの動きが進んで 

きています。貴法人の、団体としての災害支援の状況についてあてはまる番号１つを回答用紙に

記入してください。 

 
（結果概要） 

 災害支援の状況については、「災害支援の実績はない。団体の活動分野や法人の規模等を考えると災害支

援を行うことは難しいと考えている。」法人が 40%と最も多い。また 19%の法人は「既に災害支援に取り組ん

だことがある。」、計 40%(※)の法人は災害支援の実績はないが今後支援を行う意思がある状態である。 

（※ 「災害支援の実績はないが、自団体の専門分野の延長であれば支援活動を行いたい。」7%、「災害支援の実績はないが、災害

情報のＳＮＳ上での拡散などの広報支援は行いたい。」2%、「災害支援の実績はないが、その他、自団体で支援できることがあれ

ば取り組みたい。」31% 合計 40%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19%

7%

2%

31%

40%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．既に災害支援に取り組んだことがある。

２．災害支援の実績はないが、自団体の専門分野の延長であ

れば支援活動を行いたい。

３．災害支援の実績はないが、災害情報のＳＮＳ上での拡散

などの広報支援は行いたい。

４．災害支援の実績はないが、その他、自団体で支援できる

ことがあれば取り組みたい。

５．災害支援の実績はない。団体の活動分野や法人の規模等

を考えると災害支援を行うことは難しいと考えている。

設問17 災害支援の状況【新】

R2（n=610）
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Ⅳ．新型コロナウイルス感染症について 

〔活動への影響〕 

設問１８ 新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて、貴法人の活動に影響はありましたか。あてはまる 

番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 新型コロナウイルス感染症の活動への影響については、「三密回避・消毒・マスク着用、事前・当日の体

温測定と健康状態確認など、安全対策を万全にしたうえで、活動を行った。」が 61%と最も多い。 

19%

28%

50%

7%

20%

17%

9%

2%

36%

61%

8%

3%

4%

5%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．オンライン方式への転換を行った事業がある。

２．活動の休止を行い、現在に至るまで活動再開が出来てい

ない事業がある。

３．活動頻度が低下した事業がある。

４．新たな事業を開始した。

５．活動費用が増加した。（会場費の増加、オンライン設備

の導入、消毒液の購入費等）

６．活動費用が減少した。（オンライン転換による会場費の

減少、活動頻度の低下等）

７．寄附額が減少した。

８．寄附額が増加した。

９．活動休止等により事業の利用者数が減少した。

１０．三密回避・消毒・マスク着用、事前・当日の体温測定

と健康状態確認など、安全対策を万全にしたうえで、活動を

行った。

１１．緊急性が高い事業については、赤字・個人負担でも取

り組んだ。

１２．オンライン化等により新たな利用者の獲得につながっ

た。

１３．オンラインへの転換を行いたかったが、設備・ノウハ

ウがなく、出来なかった。

１４．その他

１５．特に影響はない

設問18 新型コロナウイルス感染症の活動への影響【新】

R2（n=618）
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〔新規事業の有無〕 

設問１９ 新型コロナウイルス感染症の影響により生じた、生活困窮者の支援や子どもの居場所づくりな 

どの地域課題へ新たに対応するため、新規に実施した事業はありますか。あてはまる番号１つを 

回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 新型コロナウイルス感染症をきっかけとした新規事業の有無ついては、92%の法人が「ない」、5%の法人は

「ある」、2%の法人は「考案・企画中の事業がある」という状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92%
5%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．ない

２．ある

３．考案・企画中の事業がある

設問19 新型コロナウイルス感染症をきっかけとした新規事業の

有無【新】

R2（n=608）



17 
 

〔法人運営にあたっての対応〕 

設問２０ 新型コロナウイルス感染症の影響により、貴法人の運営上、対応したことはありましたか。あ 

てはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 新型コロナウイルス感染症の法人運営への影響については、「社員総会・理事会の開催方法の変更を行っ

た。」法人が 55%と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

4%

24%

5%

1%

55%

7%

37%

6%

5%

1%

3%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．事務所の閉鎖・移転等を行った。

２．経費の見直しなど支出節減に取り組んだ。

３．会費の減額を行った。

４．会費の増額を行った。

５．社員総会・理事会の開催方法の変更を行った。

６．その他組織運営体制の変更を行った。

７．行政が実施する新型コロナウイルス感染症関連の支援金

や補助金・助成金等の申請を行った。

８．民間団体が実施する助成金に新たに申請した。

９．金融機関からの借入を新たに行った。

１０．クラウドファンディングを実施した。

１１．その他

１２．特に対応したことはない。

設問20 新型コロナウイルス感染症の法人運営への影響【新】

R2（n=611）
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〔収支への影響〕 

設問２１ 新型コロナウイルス感染症の影響により、貴法人の令和２年度の収支はどのような見込みです 

か。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 新型コロナウイルス感染症の影響による令和２年度の収支の見込みについては、49%の法人が「悪化した

（悪化する見込み）」、47%の法人が「特に変化はない」、5%の法人が「改善した（改善する見込み）」という

回答である。 

 

 

〔新しい活動様式への転換〕 

設問２２ 新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、オンライン化や「３密」の回避など「新しい活 

動様式」への転換が求められています。 

貴法人は、法人運営や活動実施にあたり、「新しい活動様式」への転換を十分に行えたと考えて 

いますか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 新しい活動様式への転換については、6%の法人が「十分に転換できた。」、51%の法人が「おおむね転換で

きた。」、32%の法人が「あまり転換できていない。」、12%の法人が「全く転換できていない。」状態である。 

 

 

 

 

 

 

 

49%
47%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．悪化した（悪化する見込み）

２．特に変化はない

３．改善した（改善する見込み）

設問21 新型コロナウイルス感染症の令和2年度収支への影響

【新】

R2（n=618）

6%

51%

32%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．十分に転換できた。

２．おおむね転換できた。

３．あまり転換できていない。

４．全く転換できていない。

設問22 新しい活動様式への転換【新】

R2（n=612）
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〔転換が進まない理由〕 

設問２３ 設問２２で「３．あまり転換できていない。」「４．全く転換できていない。」を選択された法人 

の方にお尋ねします。 

「新しい活動様式」への転換が進まない理由はどのようなものですか。あてはまる番号すべてを 

回答用紙に記入してください。 

 

22%
18%

15%
70%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．金銭的な面から転換が難しい。

２．人員不足の面から転換が難しい。

３．ノウハウがないので転換が難しい。

４．事業の性質上転換が難しい。

５．その他

設問23 新しい活動様式への転換が進まない理由【新】

R2（n=277）
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56%

25%

34%

7%

5%

24%

17%

5%

9%

13%

5%

6%

35%

5%

3%

7%

14%

2%

6%

2%

60%

26%

27%

5%

5%

25%

15%

6%

7%

13%

5%

7%

32%

3%

3%

6%

17%

3%

3%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．東京2020大会に関する活動

設問23-2 事業の性質上転換が難しい×活動分野（複数回答）

活動分野（複数回答）全体（n=621）【設問1 再掲】

事業の性質上転換が難しい×活動分野（複数回答）（n=195）
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（結果概要） 

 新しい活動様式への転換が進まない理由については、「事業の性質上転換が難しい。」が 70%と最も多く、

「事業の性質上転換が難しい。」と回答した法人の活動分野は「保健・医療・福祉」が最も多い。 

また、活動分野全体の割合と「事業の性質上転換が難しい。」と回答した法人の活動分野の割合を比較し

たところ、「保健・医療・福祉」の割合がやや上昇している。（図表内矢印部分） 

 

40%

3%

7%

2%

1%

10%

7%

1%

1%

1%

2%

1%

17%

1%

1%

1%

3%

1%

2%

0%

42%

4%

4%

2%

1%

9%

6%

2%

2%

0%

2%

0%

16%

1%

1%

1%

4%

2%

1%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．保健・医療・福祉

２．社会教育

３．まちづくり

４．観光

５．農山漁村・中山間地域

６．学術・文化・芸術・スポーツ

７．環境の保全

８．災害救援

９．地域安全

１０．人権・平和

１１．国際協力

１２．男女共同参画社会

１３．子どもの健全育成

１４．情報化社会

１５．科学技術の振興

１６．経済活動の活性化

１７．職業能力・雇用機会

１８．消費者の保護

１９．中間支援（連絡・助言・援助）

２０．東京2020大会に関する活動

設問23-3 事業の性質上転換が難しい×活動分野（最も重視）

活動分野（最も重視）全体（n=587）【設問1 再掲】

事業の性質上転換が難しい×活動分野（最も重視）（n=195）
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〔オンライン受講体制〕 

設問２４ 新しい活動様式の転換の一つとして、オンラインによる講座の提供が進んでいますが、貴法人 

では、オンラインでセミナー等を受講できる体制が整備されていますか。あてはまる番号１つを 

回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 オンラインによるセミナー等の受講体制については、37%の法人は整備されている、19%の法人は今後整備

する予定、44%の法人は整備する予定はないという状況である。 

 

Ⅴ．東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会について 

〔都市ボランティア等の受け入れ〕 

設問２５ 県では、東京 2020 オリンピック･パラリンピック競技大会を契機として、街中で交通案内や観 

光案内等を行う「都市ボランティア」や中高生などの若い世代が都市ボランティアの活動を体験 

する「都市ボランティア体験プログラム」などの取組を通じ、ボランティア人材の育成を図って 

います。 

また令和元年１１月には、「都市ボランティア」の方を対象としたアンケート調査を実施した結 

果、96.4%もの方が大会後もボランティアを継続したいと回答しており、活動を希望している分野 

もスポーツや国際分野だけでなく、高齢者や障害者支援など多岐にわたっています。 

貴法人では、東京オリンピック・パラリンピック競技大会終了後、これらの人材を受け入れて 

活動したい事業はありますか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

例：イベント等の運営スタッフとして受け入れ 

外国人とのコミュニケーションを助けるスタッフとして受け入れ 

 

（結果概要） 

 都市ボランティア等を受け入れて活動したい事業の有無については、36%の法人は事業がある、28%の法人

は今後受け入れを検討していきたい、35%の法人は今後も受け入れの意向はないという状況である。 

37%

19%

44%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

１．はい

２．いいえ（今後整備する予定）

３．いいえ（整備する予定はない）

設問24 オンライン受講体制【新】

R2（n=601）

36%

28%

35%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．ある

２．ない（今後、受け入れを検討していきたい）

３．ない（今後も受け入れの意向はない）

設問25 都市ボランティア等の受け入れ【新】

R2（n=615）
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Ⅵ．財政状況について 

〔財政規模〕 

設問２６ 貴法人の直近事業年度（１年間）における総支出額（財政規模）にあてはまる番号１つを回答 

用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 直近事業年度（１年間）における総支出額（財政規模）については、「100 万円～500 万円未満」および「1、

000 万円～5、000 万円未満」が 23%と最も多い。前回調査と比較しても大きな変化は見られない。 

 

3%

7%

6%

5%

9%

23%

10%

21%

9%

6%

0%

4%

8%

7%

4%

9%

21%

11%

21%

8%

6%

0%

4%

7%

8%

4%

8%

23%

8%

23%

8%

7%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

１．支出はない

２．１０万円未満

３．１０万円～３０万円未満

４．３０万円～５０万円未満

５．５０万円～１００万円未満

６．１００万円～５００万円未満

７．５００万円～１,０００万円未満

８．１,０００万円～５,０００万円未満

９．５,０００万円～１億円未満

１０．１億円以上

１１．事業年度が１年に満たない

設問26 直近事業年度（１年間）における総支出額（財政規模）

H30（n=648） R1（n=608） R2（n=613）
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〔最も大きな収入源〕 

設問２７ 次のうち貴法人の最も大きな収入源について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してくだ 

さい。 

 

（結果概要） 

 最も大きな収入源については、「自主事業収益」が 33%と最も多い。前回調査と比較しても大きな変化は

見られない。 

〔現在の収入源〕 

設問２８ 貴法人の現在の収入源について、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（結果概要） 

 収入源については、「会費」を得ている法人が 67%と最も多い。 

25%

8%

19%

14%

32%

3%

26%

6%

19%

8%

35%

6%

22%

8%

18%

13%

33%

6%

22%

9%

18%

13%

32%

6%

23%

8%

17%

14%

33%

5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．会費

２．寄附金

３．補助金・助成金

４．委託金

５．自主事業収益

６．その他

設問27 最も大きな収入源

H26（n=538） H29（n=777） H30（n=649） R1（n=593） R2（n=612）

67%
42%
42%

21%
52%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．会費

２．寄附金

３．補助金・助成金

４．委託金

５．自主事業収益

６．その他

設問28 現在の収入源【新】

R2（n=618）
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〔寄附の受領経験〕 

設問２９ 貴法人では、過去一度でも寄附による資金援助を受けたことはありますか。 

あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 寄附を「受けたことがある」法人は 63%、「受けたことがない」法人は 37%である。「受けたことがある」

法人は前回調査から 9ポイント増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47%

58%

59%

56%

54%

63%

53%

42%

41%

44%

46%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H23（n=553）

H26（n=684）

H29（n=771）

H30（n=625）

R1（n=596）

R2（n=614）

設問29 寄附受領経験の有無

１．受けたことがある ２．受けたことが無い
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〔寄附の受領金額〕 

設問３０ 設問２９で「１．受けたことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

直近事業年度の寄附の受領金額（総額）について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してくだ 

さい。 

 

（結果概要） 

 直近事業年度の寄附の受領金額（総額）については、「1 万円～5万円未満」が 21%と最も多い。前回調査

と比較しても大きな変化は見られない。 

20%

6%

18%

9%

15%

14%

8%

9%

2%

1%

12%

7%

26%

9%

11%

10%

11%

11%

2%

2%

8%

5%

21%

12%

14%

12%

12%

11%

3%

2%

10%

6%

21%

10%

9%

17%

13%

9%

3%

1%

4%

7%

21%

11%

11%

12%

11%

11%

2%

2%

9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１．5,000 円未満

２．5,000 円～1 万円未満

３．1 万円～5 万円未満

４．5 万円～10 万円未満

５．10 万円～20 万円未満

６．20 万円～50 万円未満

７．50 万円～100 万円未満

８．100 万円～500 万円未満

９．500 万円～1,000 万円未満

１０．1,000 万円以上

１１．直近事業年度は寄附を受領していない。

設問30 直近事業年度の寄附の受領金額

H26（n=462） H29（n=465） H30（n=355） R1（n=320） R2（n=400）



27 
 

〔寄附の受入の決済方法〕 

設問３１ 貴法人で行っている寄附の受入方法について、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してく 

ださい。 

 

（結果概要） 

 寄附の受け入れ方法については、「金融機関・郵便局への振込」が 62%と最も多い。前回調査と比較すると

「直接手渡し」の法人が 13 ポイント減少した一方、「金融機関・郵便局への振込」が 9ポイント増加してい

る。 

 

 

 

66%

58%

1%

0%

2%

0%

1%

2%

8%

6%

71%

53%

2%

0%

1%

0%

1%

0%

11%

4%

58%

62%

2%

0%

1%

1%

0%

0%

5%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１． 直接手渡し

２． 金融機関・郵便局への振込

３． クレジットカード決済

４． コンビニ決済

５． インターネットバンキング

６． 電子マネー

７． 携帯電話と一緒の決済

８． 街頭募金

９． 事務局・店舗等への募金箱の設置（８は除く）

１０．その他

設問31 寄附の受入の決済方法

H27（n=357） H29（n=458） R2（n=522）
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〔寄附受入に向けた取組〕 

設問３２ 貴法人が個人や法人からの寄附を集めるために現在取組んでおられるものについて、あてはま 

る番号すべてを回答用紙に記入して下さい。 

 

（結果概要） 

 寄附受入に向けた取組については、「対面による寄附の依頼」が 45%と最も多いが、この割合は年々低下

している。 

 

 

 

 

 

 

54%

27%

13%

2%

8%

12%

2%

3%

3%

3%

2%

29%

51%

25%

11%

5%

9%

7%

1%

2%

2%

3%

1%

28%

45%

30%

7%

3%

8%

6%

2%

1%

1%

2%

2%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．対面による寄附の依頼

２．団体のHPやＳＮＳに掲載

３．街頭やイベントでの声かけ

４．町内の掲示板やチラシ投函など地域住民への呼びかけ

５．メールやSNSメッセージによる呼びかけ

６．DMによる呼びかけ

７．メディア（新聞やラジオ・TVなど）への掲載

８．インターネット広告の掲載

９．インターネットの寄附受付サイトに登録

１０．クラウドファンディングにてインターネットを介する

共感者への呼びかけ

１１．寄附付き商品、クリック募金など企業と連携した呼び

かけ

１２．その他

設問32 寄附受入に向けた取組

H27（n=354） H29（n=454） R2（n=491）
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〔寄附額の増減〕 

設問３３ 設問２９で「１．受けたことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

この３事業年度の寄附の受領金額について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 直近３事業年度の寄附の受領金額について、9%の法人が「増加傾向にある」、49%の法人が「あまり変わら

ない」、42%の法人が「減少傾向にある」という状況である。「減少傾向にある」法人は前回調査から 9 ポイ

ント上昇している。 

 

〔事業収入の増減〕 

設問３４ 貴法人における事業収入について、この３事業年度の状況を伺います。 

あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 直近３事業年度の寄附の受領金額について、15%の法人が「増加傾向にある」、45%の法人が「あまり変わ

らない」、40%の法人が「減少傾向にある、17%の法人が「事業収入はない」という状況である。「減少傾向に

ある」法人は前回調査から 17 ポイント上昇している。 

 

9%

10%

9%

52%

57%

49%

39%

33%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=346）

R1（n=316）

R2（n=392）

設問33 直近３事業年度の寄附の受領金額

１．増加傾向にある ２．あまり変わらない ３．減少傾向にある

18%

22%

15%

46%

40%

45%

22%

23%

40%

14%

15%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=640）

R1（n=601）

R2（n=610）

設問34 直近３事業年度の事業収入の傾向

１．増加傾向にある ２．あまり変わらない ３．減少傾向にある ４．事業収入はない
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〔借入状況〕 

設問３５ 貴法人は資金の借入を行っていますか。借入先について、あてはまる番号すべてを回答用紙に記 

入してください。 

 

 

（結果概要） 

 資金の借入については、32%の法人が「借入を行っている」、68%の法人は「借入は行っていない」状態で

あり、「借入を行っている」法人は前回調査から 5 ポイント上昇している。また、資金の借入先は「個人」

が 63%と最も多い。 

28%

25%

27%

32%

72%

75%

73%

68%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H29（n=772）

H30（n=645）

R1（n=604）

R2（n=615）

設問35-1 資金の借入の有無

１．借入を行っている ２．借入は行っていない

65%

29%

19%

9%

1%

4%

1%

1%

58%

28%

25%

6%

0%

2%

1%

0%

60%

34%

23%

7%

1%

2%

0%

1%

63%

26%

25%

7%

1%

5%

1%

1%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．個人

２．政府系金融機関

３．銀行

４．信用金庫

５．労働金庫

６．信用組合

７．地方自治体

８．他のNPO 法人

９その他

設問35-2 資金の借入先

H29（n=213） H30（n=167） R1（n=164） R2（n=198）
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〔職員数及び人件費〕 

設問３６ 貴法人の前事業年度における①全職員数および②有給職員数並びに③年間の総人件費（※）を回 

答用紙に記入してください。 

※当調査における人件費は、給与手当（賞与を含む）、アルバイト賃金の合計額であり、役員報酬

や福利厚生費、法定福利費、交通費は含みません。 

 

 

 

（結果概要） 

 前事業年度における全職員数については、「6人～10 人」および「11人～20 人」が 22%と最も多く、有給

職員数については、「0人」が 45%と最も多い。また、年間の総人件費についても「0円」が 40%と最も多い。 

11%
6%

4%
5%

9%
22%
22%

6%
15%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

１．0人
２．1人
３．2人
４．3人

５．4人～5人
６．6人～10人

７．11人～20人
８．21人～30人

９．31人~

設問36-1 前事業年度の職員数

R2（n=566）

45%
6%

4%
4%

5%
10%

12%
5%

9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

１．0人
２．1人
３．2人
４．3人

５．4人～5人
６．6人～10人

７．11人～20人
８．21人～30人

９．31人~

設問36-2 前事業年度の有給職員数

R2（n=563）

40%
13%

11%
7%

19%
6%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．0円
２．1円以上～100万円以下

３．100万円以上～500万円以下

４．500万円以上～1000万円以下

５．1000万円以上～5000万円以下

６．5000万円以上～1億円以下

７．1億円以上

設問36-3 前事業年度の年間総人件費

R2（n=551）



32 
 

Ⅶ．連携・協働について 

〔協働の経験〕 

設問３７ 貴法人は、これまでに企業、ＮＰＯ・ボランティア団体、県・市町村などと連携・協働（※）し 

たことはありますか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

※ここでいう「連携・協働」とは、「対等な二者以上の主体が共通の目的を持ち、それぞれの目的を

共有、お互いの特性を生かしながら協力すること」とします。 

 

（結果概要） 

 「連携・協働したことがある」法人は 65%、「連携・協働したことが無い」法人は 35%である。「連携・協

働したことがある」法人は前回調査から 2ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65%

68%

70%

66%

67%

65%

35%

32%

30%

34%

33%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H23（n=442）

H26（n=674）

H29（n=771）

H30（n=645）

R1（n=600）

R2（n=617）

設問37 連携・協働経験の有無

１．連携・協働したことがある ２．連携・協働したことが無い
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〔協働の形態〕 

設問３８ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

どのような形態で連携・協働をしましたか。あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 経験した協働の形態については、「連携して事業（イベント等）を実施した。」が 58%と最も多い。前回調

査と比較しても、協働形態の傾向について大きな変化は見られない。 

 

 

 

32%

6%

31%

57%

29%

10%

16%

4%

46%

6%

43%

68%

32%

13%

22%

3%

47%

8%

42%

70%

28%

11%

18%

6%

55%

7%

40%

60%

31%

12%

16%

9%

46%

9%

37%

58%

26%

7%

16%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．事業を委託された。

２．事業を委託した。

３．連携して事業（イベント等）を企画した。

４．連携して事業（イベント等）を実施した。

５．実行委員会等に委員として企画・立案に参画した。

６．人材を受け入れた。

７．人材を派遣した。

８．その他

設問38 経験した協働の形態

H26（n=523） H29（n=538） H30（n=426） R1（n=400） R2（n=403）
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〔連携・協働した相手〕 

設問３９ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

どのような団体と連携・協働しましたか。あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 連携・協働の相手については、「市町村行政」が 65%と最も多い。前回調査と比較しても連携・協働の相手

の傾向に大きな変化は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17%

67%

26%

49%

19%

26%

27%

11%

12%

20%

68%

27%

46%

19%

27%

28%

8%

11%

20%

65%

22%

43%

19%

27%

22%

12%

8%

9%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．県行政

２．市町村行政

３．企業

４．NPO・ボランティア団体

５．地縁組織（町内会等）

６．社会福祉協議会

７．学校・教育機関

８．財団法人・社団法人

９．商工会議所等の経済団体

１０．社会福祉法人

１１．士業・フリーランス・個人

１０．その他

設問39 連携・協働した相手

H30（n=426） R1（n=400） R2（n=399）
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〔協働している団体数〕 

設問４０ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

現在、貴法人が連携している団体（行政、NPO 等の他組織）の概ねの数を回答用紙に記入してくだ 

さい。＊特定の協働事業に限らず、活動全般についてお答えください。

 

（結果概要） 

 連携・協働している団体数については、「2団体～5団体」が 56%と最も多い。また、「1団体」「2団体～5

団体」が増加傾向にある一方、「6団体～10 団体」や「11団体～20 団体」は減少傾向にある。 

 

〔協働相手数の増減〕 

設問４１ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

この３事業年度における、貴法人が連携している団体（行政、NPO 等の他組織）の数について、あ 

てはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

＊特定の協働事業に限らず、活動全般についてお答えください。 

 

（結果概要） 

 連携・協働している団体数の傾向については、16％の法人は「増加傾向にある」、64%の法人は「あまり変

わらない」、21%の法人は「減少傾向にある」。また「減少傾向にある」法人は前回調査から 10 ポイント増加

している。 

16%

50%

21%

9%

4%

2%

17%

52%

17%

7%

6%

2%

19%

56%

16%

4%

3%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．1団体

2．2団体以上5団体以下

3．6団体以上10団体以下

4．11団体以上20団体以下

5．21団体以上50団体以下

6．51団体以上

設問40 連携・協働している団体数

H30（n=399） R1（n=380） R2（n=369）

25%

22%

16%

64%

67%

64%

11%

11%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=419）

R1（n=397）

R2（n=397）

設問41 連携している団体数の傾向

１．増加傾向にある ２．あまり変わらない ３．減少傾向にある
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〔協働事業の実践のプロセス〕 

設問４２ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人の協働事業の実践におけるプロセスについて、あてはまる番号１つを回答用紙に記入 

してください。 

＊貴法人が他組織と協働して行った事業が複数ある場合は、最も協働が上手くいったと考える 

事業についてお答えください。 

 

（結果概要） 

 協働事業実践のプロセスについては、「事業実施に必要な打合せ等を行い、事業の目的は達成できた。」が

48%と最も多い。前回調査と比較しても協働事業実践プロセスの傾向に大きな変化は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

35%

15%

43%

3%

3%

36%

14%

43%

3%

4%

33%

12%

48%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

１．事業実施に必要な打合せと併せて、定期的に事業目的

の確認（共有）や活動内容の振り返りを行い、事業の目的

を達成できたとともに、今後も継続的に協働していける体

制を構築できた。

２．事業実施に必要な打合せと併せて、定期的に事業目的

の確認（共有）や活動内容の振り返りを行い、事業の目的

を達成できた。

３．事業実施に必要な打合せ等を行い、事業の目的は達成

できた。

４．事業実施に必要な打合せ等を行なったが、事業の目的

は達成できなかった。

５．打合せ等は不十分であった。

設問42 協働事業の実践のプロセス

H30（n=416） R1（n=402） R2（n=394）
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〔協働の事業実施上のメリット〕 

設問４３ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。貴法人の 
考える協働して事業を行ったことによる「事業運営上のメリット」について、あてはまる番号すべ 
てを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 協働の事業実施上のメリットについては、「お互いの持つ資源（ヒト、モノ、カネなど）を出し合うこと

で、事業成果を向上できた。」が 54%、「自団体だけでは出来ない事業を生み出す事ができた。」が 52%と多く

なっている。前回調査と比較しても協働の事業実施上のメリットの傾向に大きな変化は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

55%

36%

42%

55%

6%

4%

59%

40%

49%

59%

6%

5%

52%

31%

37%

54%

5%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．自団体だけでは出来ない事業を生み出す事ができた。

２．協働相手のノウハウの活用によって事業成果を向上でき

た。

３．協働相手といっしょに広報を行うことで事業成果を向上

できた。

４．お互いの持つ資源（ヒト、モノ、カネなど）を出し合う

ことで、事業成果を向上できた。

５．特にメリットを感じなかった。

６．その他

設問43 協働の事業実施上のメリット

H30（n=418） R1（n=400） R2（n=398）
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〔協働の法人運営へのメリット〕 

設問４４ 設問３７で「１．連携・協働したことがある」を選択された法人の方にお尋ねします。貴法人の 
考える協働して事業を行ったことによる「貴法人におけるメリット」について、あてはまる番号す 
べてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 協働の法人運営上のメリットについては、「団体の認知度の向上やネットワークの拡大ができた。」が 56%

と最も多いが、前回調査と比較すると 8ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

64%

37%

29%

31%

42%

30%

6%

3%

64%

43%

29%

35%

40%

30%

7%

4%

56%

36%

26%

28%

32%

29%

5%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．団体の認知度の向上やネットワークの拡大ができた。

２．これまで関わりの薄かった属性（行政、企業、自治会、

大学等）の団体と繋がることができた。

３．これまで気づかなかった地域ニーズを発見できた。

４．自団体の事業運営能力が向上した。

５．事業を通して自団体のミッションの再確認の機会となっ

た。

６．他組織（行政等）の制度や考え方への理解が高まった。

７．特にメリットを感じなかった。

８．その他

設問44 協働の法人運営へのメリット

H30（n=417） R1（n=400） R2（n=398）
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〔協働を行わない理由〕 

設問４５ 設問３７で「２．連携・協働したことがない」を選択された法人の方にお尋ねします。連携・協 

働を行っていない理由について、あてはまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 協働を行わない理由については、「協働について、検討したことがない。」が 37%と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

23%

12%

11%

10%

38%

25%

19%

8%

30%

27%

10%

11%

9%

34%

28%

20%

10%

36%

27%

6%

6%

7%

8%

23%

17%

17%

10%

37%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

１．事業の趣旨や目的から、協働に馴染まないと考えたか

ら。

２．行政や企業のNPO に対する理解が不足しており、協働

は難しいと思うから。

３．相手からの意見や要望によって活動が制約されるなど、

事業の自主性が弱まるから。

４．事務や広報等のスキル等の法人の基盤強化を優先したい

から。

５．連携・協働を仲立ちしてくれる人がいないから。

６．具体的な連携相手がいないから。

７．具体的な連携相手の情報が無いから。

８．協働の仕方がわからないから。

９．その他

１０．協働について、検討したことがない。

設問45 協働を行わない理由

H30（n=220） R1（n=369） R2（n=215）
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Ⅷ．評価・情報発信・政策提言について 
〔事業評価の実施状況〕 

設問４６ 昨今、活動の見える化や寄附者に対する情報公開等を目的として、実施している事業の評価を行

う「事業評価」に注目が集まっています。 

この「事業評価」について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 事業評価について 8％の法人は「知っており、既に取り入れている。」、19%の法人は「知っており、取り入

れを検討している。」、28%の法人は「知っているが、特に関心がない。」、45%の法人は「知らない。」状態で

ある。 

また「知らない」法人は前回調査から 5 ポイント減少しているが、「知っており、取り入れを検討してい

る。」と「知っているが、特に関心がない。」法人がいずれも増加している。 

 

〔事業評価のメリット〕 

設問４７ 設問４６で「１．知っており、既に取り入れている。」を選択された法人の方にお尋ねします。 

事業評価を行うメリットと感じている項目は何ですか。あてはまる番号すべてを回答用紙に記入し

てください。 

 

（結果概要） 

 事業評価を行うメリットについては、「活動の改善につながる（効率性の向上等）。」が 53％と最も多いが、

前回調査と比較すると 12 ポイント減少している。 

9%

8%

15%

19%

25%

28%

50%

45%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1（n=603）

R2（n=618）

設問46 事業評価について

１．知っており、既に取り入れている。 ２．知っており、取り入れを検討している。

３．知っているが、特に関心がない。 ４．知らない。

72%

9%

23%

65%

54%

65%

2%

2%

38%

13%

22%

44%

46%

53%

7%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．活動内容の発信（アピール）につながる。

２．寄附が増える。

３．助成金・補助金採択につながる。

４．スタッフの意識向上につながる。

５．事業の価値を客観的に評価できる。

６．活動の改善につながる（効率性の向上等）。

７．特にメリットは感じなかった。

８．その他

設問47 事業評価を行うメリット

R1（n=57） R2（n=72）
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〔組織評価の実施状況〕 

設問４８ 昨今、活動の見える化や寄附者に対する情報公開等を目的として、組織運営を評価する「組織評

価」に注目が集まっています。 

この「組織評価」について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（結果概要） 

 組織評価について 4％の法人は「知っており、既に取り入れている。」、17%の法人は「知っており、取り入

れを検討している。」、26%の法人は「知っているが、特に関心がない。」、53%の法人は「知らない。」状態で

ある。 

また「知らない」法人は前回調査から 3 ポイント減少しているが、「知っており、取り入れを検討してい

る。」と「知っているが、特に関心がない。」法人がいずれも増加している。 

 

〔組織評価のメリット〕 

設問４９ 設問４８で「１．知っており、既に取り入れている。」を選択された法人の方にお尋ねします。 

組織評価を行うメリットと感じている項目は何ですか。あてはまる番号すべてを回答用紙に記入し

てください。 

 
（結果概要） 

 事業評価を行うメリットについては、「活動内容の発信（アピール）につながる。」及び「スタッフの意識

向上につながる。」が 51％と最も多いが、前回調査と比較すると「活動内容の発信（アピール）につながる。」

は 26 ポイント、「スタッフの意識向上につながる。」は 23ポイント減少している。 

77%

31%

29%

60%

74%

83%

3%

6%

51%

23%

20%

43%

51%

49%

3%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

１．活動内容の発信（アピール）につながる。

２．寄附が増える。

３．助成金・補助金採択につながる。

４．法令の遵守・定款通りの組織運営につながる。

５．スタッフの意識向上につながる。

６．活動の改善につながる（効率性の向上等）。

７．特にメリットは感じなかった。

８．その他

設問49 組織評価を行うメリット

R1（n=35） R2（n=35）

6%

4%

14%

17%

24%

26%

56%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1（n=593）

R2（n=607）

設問48 組織評価について

１．知っており、既に取り入れている。 ２．知っており、取り入れを検討している。

３．知っているが、特に関心がない。 ４．知らない。
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〔目標設定〕 

設問５０ 貴法人の事業の目標について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

事業の目標について 4%の法人は「事業の波及効果（アウトカム）の目標を数値化して定めている。」、11%

の法人は「事業の活動量（アウトプット）の目標を数値化して定めている。」、45%の法人は「数値目標では

ない形で目標を定めている。」、40%の法人は「特に決めていない。」状態である。 

 

〔目標の設定方法〕 

設問５１ 設問５０で「１．事業の波及効果（アウトカム）の目標を数値化して定めている。」「２．事業の

活動量（アウトプット）の目標を数値化して定めている。」「３．数値目標ではない形で目標を定め

ている。」を選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人では、事業の目標はどのように定めていますか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入して

ください。 

 

（結果概要） 

 事業目標策定のプロセスについては、「組織内で話し合って定めている。」が 47％と最も多い。また、「組

織外の関係者（当該事業の受益者）の意見も参考にしながら、組織内で話し合って定めている。」法人が減

少する一方、「組織の主要人物で話し合って定めている。」法人は増加している。 

7%

5%

4%

13%

10%

11%

42%

43%

45%

38%

42%

40%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30（n=635）

R1（n=598）

R2（n=613）

設問50 事業の目標について

１．事業の波及効果（アウトカム）の目標を数値化して定めている。

２．事業の活動量（アウトプット）の目標を数値化して定めている。

３．数値目標ではない形で目標を定めている。

４．特に決めていない。

29%

45%

23%

2%

28%

45%

25%

2%

19%

47%

29%

4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

１．組織外の関係者（当該事業の受益者）の意見も参考にし

ながら、組織内で話し合って定めている。

２．組織内で話し合って定めている。

３．組織の主要人物で話し合って定めている。

４．組織の代表だけで定めている。

設問51 事業目標策定のプロセス

H30（n=392） R1（n=349） R2（n=365）
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〔情報発信〕 

設問５２ 貴法人の行っている情報発信の状況について、あてはまる番号１つを回答用紙に記入してくだ 
さい。 

 

（結果概要） 

 情報発信の状況については、「地域課題や活動の魅力を分かりやすい内容でまとめ、伝える手法もわかっ

ているが、広報の担い手が不足し、十分に発信できていない。」が 27％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4%

20%

27%

10%

21%

18%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１．地域課題や活動の魅力を分かりやすく伝え、ネットワー

クの拡大や会員・寄附の増加に役立っており、団体の事業を

発展させる新しいパートナーが見つかった。

２．地域課題や活動の魅力を分かりやすく伝え、ネットワー

クの拡大や会員・寄附の増加に役立っている。

３．地域課題や活動の魅力を分かりやすい内容でまとめ、伝

える手法もわかっているが、広報の担い手が不足し、十分に

発信できていない。

４．効果的な広報ツール・方法が分からず、十分に発信でき

ていない。

５．日々の活動とその発信に追われ、分かりやすい伝え方の

検討まで手が回らない。

６．情報発信は行っていない。

設問52 情報発信の状況【新】

R2（n=609）
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〔調査研究及び政策提言活動〕 

設問５３ 貴法人の行っている、調査研究及び政策提言活動の状況について、あてはまる番号１つを回答用

紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 調査研究及び政策提言活動の状況については、「特に行っていない。」が 65％と最も多く、増加傾向にあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15%

7%

10%

13%

55%

10%

8%

11%

12%

58%

12%

7%

7%

9%

65%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１．行政と協働して事業を行ったことがあり、地域課題の解

決を継続的に図ることができる仕組みを構築したことがあ

る。

２．地域の課題について調査研究を行い､行政と協働して課

題解決に向けた事業を行ったことがある。

３．地域の課題について調査研究を行い､行政のその事柄に

関する適切な担当課に提言したことがある。

４．地域の課題について調査研究を行い、活動やチラシ･

ホームページ等を通して発信している。

５．特に行っていない。

設問53 調査研究及び政策提言活動の状況

H30（n=638） R1（n=602） R2（n=635）
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Ⅸ．認定・特例認定制度について 

〔認定・特例認定の意向〕 

設問５４ 貴法人は「認定・特例認定特定非営利活動法人」制度による認定・特例認定を受けたいと思いま

すか。あてはまる番号１つを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 認定・特例認定の意向については、「現時点においては認定・特例認定の申請をしない。」が 30％と最も多

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4%

2%

0%

24%

29%

19%

20%

1%

7%

2%

0%

20%

30%

13%

26%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

１．既に認定・特例認定を受けている

２．認定を受けたいと思っており、申請の準備を進めている

３．特例認定制度を利用して、特例認定申請の準備を進めて

いる

４．関心はあるが、申請の準備を進めていない

５．現時点においては認定・特例認定の申請をしない

６．関心がない

７．よく分からない

８．その他

設問54 認定・特例認定の意向

H29（n=711） R2（n=623）
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〔認定・特例認定申請の理由〕 

設問５５ 設問５４で「１．既に認定・特例認定を受けている」「２．認定を受けたいと思っており、申請 

の準備を進めている」「３．特例認定制度を利用して、特例認定申請の準備を進めている」のいずれ 

かを選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人はなぜ「認定・特例認定特定非営利活動法人」になりたいとお考えになりましたか。あて 

はまる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 認定・特例認定申請の理由については、「社会的信用・認知度が高まるから」が 83％と最も多い。 

 

〔認定・特例認定申請の準備状況〕 

設問５６ 設問５４で「１．既に認定・特例認定を受けている」「２．認定を受けたいと思っており、申請 

の準備を進めている」「３．特例認定制度を利用して、特例認定申請の準備を進めている」のいずれ 

かを選択された法人の方にお尋ねします。 

貴法人における申請の準備の経過について、いずれかを回答用紙に記入してください。 

 

（結果概要） 

 認定・特例認定申請の準備状況については、71%の法人が「順調に進んだ（進んでいる）」、29%の法人が「順

調に進まなかった（進んでいない）」状態である。 

73%

32%

59%

91%

39%

0%

41%

13%

46%

83%

32%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．寄附金を集めやすくなるから

２．相続（遺贈）財産の寄附の受入れも見込めるから

３．税制上の優遇措置を受けることができるから

４．社会的信用・認知度が高まるから

５．内部管理がしっかりするから

６．その他

設問55 認定・特例認定申請の理由

H29（n=44） R2（n=71）

70%

71%

30%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H29（n=40）

R2（n=62）

設問56 認定・特例認定申請の準備状況

１．順調に進んだ（進んでいる） ２．順調に進まなかった（進んでいない）
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〔申請が進まない理由〕 

設問５７ 設問５６で「２．順調に進まなかった（進んでいない）」を選択された法人の方にお尋ねします。 

申請準備が順調に進まなかった（進んでいない）理由について、あてはまる番号すべてを回答用紙 

に記入してください。 

 

（結果概要） 

 認定・特例認定の申請が進まない理由については、「日常業務で忙しいため」が 56％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33%
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42%

67%

42%

8%

33%

28%

56%

20%

20%

8%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

１．会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッフが足

りないため

２．日常業務で忙しいため

３．申請書類が煩雑で作成に手間がかかるため

４．認定要件等の制度が複雑すぎて、理解が困難であるため

５．所轄庁との調整に時間がかかるため

６．所轄庁に事前相談に行きたいが場所が遠くて通えないた

め

７．その他

設問57 認定・特例認定申請が進まない理由

H29（n=12） R2（n=25）
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〔認定・特例認定の申請を行わない理由〕 

設問５８ 設問５４で「４．関心はあるが、申請の準備を進めていない」、「５．現時点においては認定・特 
例認定の申請をしない」のいずれかを選択された法人の方にお尋ねします。貴法人において認定・ 
特例認定特定非営利活動法人の申請の準備を進めていない又は申請をしない理由について、あては 
まる番号すべてを回答用紙に記入してください。 

 
（結果概要） 

 認定・特例認定特定非営利活動法人の申請の準備を進めていない又は申請をしない理由については、「認

定・特例認定法人になる必要性を感じないため」が 42％と最も多い。 

23%

5%

26%

11%

27%

30%

35%

3%

26%

4%

17%

6%

15%

24%

42%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

１．パブリックサポートテストにおける認定基準を満たす

ことができないため

２．パブリックサポートテスト以外の認定基準を満たすこ

とができないため

３．認定・特例認定の仕組みや認定・特例認定基準を満た

しているかどうか、よく分からないため

４．パブリックサポートテストにおける相対値基準（実績

判定期間における経常収入金額に占める寄附金等収入金額

の割合が５分の１以上）について試算したことがなく、基

準を満たしているかどうか分からないため

５．会計や税務に関する専門的な知識を持ったスタッフが

不足しているため

６．日常業務で忙しいため認定・特例認定に必要な手続を

行う時間がないため

７．認定・特例認定法人になる必要性を感じないため

８．その他

設問58 認定・特例認定の申請準備を進めていない又は申請をし

ない理由

H29（n=380） R2（n=323）
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Ⅹ．その他 

〔県民活動 PR 月間賛同行事〕 

設問５９ 県では、原則毎年 11 月から翌年 1 月に実施される県民活動推進に資する取組を募集し、「県民 
活動 PR 月間賛同行事」として、ホームページ・メールマガジンによる広報支援やクリアファイル 
等の啓発グッズの提供を行っています。 
この賛同行事を活用して貴法人の活動の PR に役立てたいと感じますか。 

 
（結果概要） 

 県民活動 PR 月間賛同行事の活用意向については、1%の法人が「すでに賛同行事として事業を実施してい

る」、47%の法人が「活用したい」52%の法人が「活用したいとは思わない」状態である。 
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47% 52%
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R2（n=601）

設問59 県民活動PR月間賛同行事の活用意向【新】

１．すでに賛同行事として事業を実施している ２．活用したい ３．活用したいとは思わない
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[令和２年度千葉県ＮＰＯ法人実態調査 結果概要] 

 

○調査項目の経年比較や項目の新設により活動状況、財政状況、連携・協働等の実態を把握し

た。 

○結果概要は、以下のとおりである。 

Ⅰ．事業･活動全般の状況について 

・活動分野、活動年数、事務所の状況等は昨年の調査から大きな変化はない。（設問 1-4、p1-4） 

・中間支援組織による支援等のメリットとして、「特にメリットを感じなかった」と回答した法

人は 7%にとどまり、支援等を受けた法人の多くは何らかのメリットを感じている。特に「地

域におけるネットワークが広がった」の回答が最も多く(54%)、中間支援組織がＮＰＯ法人の

ネットワーク拡大に寄与していることがうかがえる。（設問 6、p6） 

・法人運営上の課題として、「団体内全体が高齢化している」を挙げた法人が 47%と最も多い。

また、高齢化を課題として挙げた法人は、年々増加（H23:28%、H26:40%、H29:46%、R2:47%）し

ていることに加え、役職員の年齢層は 50 代、60 代が減少する一方、70 代が増加しているな

ど、団体役職員の高齢化が拡大していることが確認できる。（設問 7・11、p7・10） 

 

Ⅱ．ＳＤＧｓについて 

・ＳＤＧｓの認知度について、「知らない」と回答した法人は年々減少（H30:52%、R1:42%、

R2:32%）している一方、「知っており、活動を行う上で役立てている。」等と回答した法人は増

加しており（H30:7%、R1:9%、R2:10%）、ＳＤＧｓに対する認知が広まっていることがうかがえ

る。 

（設問 15、p12） 

・ＳＤＧｓの法人へのメリットは、「自分たちの活動の意義を再認識できる」が 80%と最も多い

が、「法人の活動を広報するうえで役立つ」(41%)、 「新たな事業に取り組むきっかけとな

る」(31%)、「他のＮＰＯ法人・行政・企業等との連携が進めやすくなる」(31%)と回答した法人

も多く、ＮＰＯ法人はＳＤＧｓに対して多様なメリットを感じている状況である。 

（設問 16、p13） 

 

Ⅲ．災害支援について 

・団体としての災害支援について、「既に取り組んだことがある」と回答した法人は 19%であり、

災害支援の実績はないが、今後支援活動の意向がある法人は計 40％であった。（設問 17、p14） 

 

Ⅳ．新型コロナウイルス感染症について 

・新型コロナウイルス感染症の法人の活動への影響について、「活動頻度が低下した事業がある」

(50%)「活動休止等により事業の利用者数が減少した」(36%)「活動の休止を行い、現在に至るま

で活動再開が出来ていない事業がある」(28%)を選択した法人が多く、多くの法人が新型コロナ

ウイルス感染症の悪影響を受けている状況である。 

  一方で、「三密回避・消毒・マスク着用、事前・当日の体温測定と健康状態確認など、安全対

策を万全にしたうえで、活動を行った。」(61%)や「オンライン方式への転換を行った事業があ

る。」(19%)という法人もあり、新型コロナウイルスの影響を受けながらも活動の継続を図ってい

る状況がうかがえる。新しい活動様式への転換状況としては、6%が十分に転換できた、51%がお

おむね転換できた、32%があまり転換できていない、12%が全く転換できていない状況であり、転

換が進まない理由としては、「事業の性質上転換が難しい」(70%)という回答が最も多い。 

  また、新型コロナウイルス感染症をきっかけとした新規事業の有無については、5%の法人が
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「ある」、2%の法人は「考案・企画中の事業がある」と回答している。 

（設問 18・19・22・23、p15-23） 

・同様に、法人運営についても 79%の法人何らかの対応を行っている。最も多くの法人が行ったの

は社員総会・理事会の開催方法の変更であり、55%の法人が実施している。令和 2 年度収支への

影響としては、悪化した（悪化する見込み）の法人が 49%、特に変化はない法人が 47%、改善し

た（改善する見込み）の法人が 5%という結果である。（設問 20・21、p20-22） 

 

Ⅴ．東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会について 

・都市ボランティア等を受け入れて活動したい事業の有無について、「ある」と回答した法人は 36% 

であり、「ない（今後、受け入れを検討していきたい）」と回答した法人は 28%であった。 

（設問 25、p27） 

 

Ⅵ．財政状況について 

・NPO 法人の最も大きな収入源は「自主事業収益」、２番目に大きな収入源は「会費」であり、昨年

度と大きな変化はない。財政規模、寄附受入の決済方法、受入に向けた取組、寄附受領金額、事

業収入の増減傾向、借入先の傾向についても前回調査から大きな変化はない。 

（設問 26-35、p29-36） 

・寄附受領経験のある法人は 63%であり、昨年度（54%）からやや上昇した。（設問 29、p31） 

 

Ⅶ．連携・協働について 

・連携・協働経験のある法人は 65%であり、昨年度(67%)からやや低下した。（設問 37、p39） 

・経験した協働の形態、協働した相手、協働事業実践のプロセス、協働の事業実施上のメリット、

協働の法人運営へのメリット等については、前回調査から大きな変化はない。 

（設問 38-44、p39-45） 

・連携している団体数の傾向について、増加傾向と回答した法人が減少(H30:25%、R1:22%、R2:16%)

している一方、減少傾向と回答した法人は増加(H30:11%、R1:11%、R2:21%)している。（設問 41、

p42） 

 

Ⅷ．評価・情報発信・政策提言について 

・事業評価及び組織評価について「知らない」と回答した法人は、前回よりやや減少している一方、

「知っており、取り入れを検討している。」「知っているが、特に関心がない」がやや増加してい

ることから、事業評価・組織評価に対する認知度は徐々に広まっていると考えられる。 

（設問 46・48、p47・49） 

Ⅸ．認定・特例認定制度について 

・認定・特例認定申請の理由として最も回答が多いのは、「社会的信用・認知度が高まるから」

(83%)であり、申請準備を進めていない、申請を行わない理由として最も回答が多いのは「認

定・特例認定法人になる必要性を感じないため」(42%)である。（設問 55・58、p55・57） 

Ⅹ．その他 

・県民活動ＰＲ月間賛同行事の活用意向について、既に賛同行事として事業を実施している法人

は 1%、今後活用意向のある法人は 47％、活用意向のない法人は 52%である。（設問 59、p58） 

 


